










































東亞合成グループレポート 2023
東亞合成グループ概要 価値創造を支える基盤価値創造ストーリー 財務データ価値創造戦略

サステナビリティの取組みをリスクと機会の観点から捉え直し、
自社と社会の持続可能性に貢献する新たなビジネスを創出していきます。

企業経営に求められるサステナビリティの概念は
過去から徐々に変遷してきました。当社グループにおいても、
社会からの要請、企業として果たすべき責任を都度捉え、自
社の活動の見直しを行いながら、全社で活動を展開してきま
した。そして、現在は、より統合的かつ実効性をもった取組
みが求められていると認識しています。
　そこで、グループのESG 経営の深化を目指した組織変更
により、サステナビリティ事業部を設置しました。これは、当
社のカーボンニュートラルをはじめとするサステナビリティ
活動について、リスクと機会の戦略をより充実させ、持続可
能な社会への貢献と企業価値向上を同時に実現していきたい、
という社長の強い思いを担った新組織です。

私はサステナビリティ推進の主管が技術生産本部に
移った2022年から、再生可能エネルギー自社導入の具体

的な検討を進めてきました。これまでは短期、中期的な視点
で合理性、実効性を評価してきましたが、新組織のサステナ
ビリティ事業部では、当社グループが今後、将来にわたって
成長と企業価値向上を続けられるよう、より長期的な視点に
切り替えて活動していきます。

高野さんは、Scope1、2、3のCO₂排出管理だけで
なく、再生可能エネルギー、水素ステーションなどの事業に
関しても豊富な知見をもっていることから事業部長に抜擢さ
れました。収益化への道筋をつけるのは簡単なことではあり
ませんが、よく大役を引き受けてくれました。

当事業部では、社内環境関連事業の主管と、TCFD
やカーボンフットプリントなど非財務情報の開示等も担って

いきますが、最も重要な取組みは新たな「機会」を生み出す
ことです。現在、各事業部と連携を取りながら、アイデアを
模索しているところです。またエネルギー価格高騰の状況下、
再生可能エネルギー事業に関しては、すでにアセットをも
つ太陽光発電に加え、バイオマス発電、水力発電を検討中で、
当事業部名古屋オフィスのメンバーとそれぞれ本格的な事
業化を考えています。

重要なのは人であり、人の発想の転換です。これまで
はコストないしコスト削減という視点だったものを事業とい
う視点に変えて一歩を踏み出す、そこに期待しています。先
日も早速、小水力発電の事業計画に関する提案を受け、当
社の2025年中期経営計画の目標に掲げているGHG 削減
に資する投資案件として検討しました。もちろん電力だけで
なく、まったく異なる領域、発想から新しい事業が出てくれば、
それらも積極的に判断していく考えです。

当社の事業を発展させ、新ビジネス、そして社会貢
献へとつなげていきたいと思います。
　2022年4月に「東亞合成水素ステーション徳島」の開所
式を行い、正式に営業を開始しました。当ステーションは、
徳島工場の食塩電解設備から発生する水素を精製し、直結
で供給していますので、外部から購入した水素を輸送すると
いう工程が不要となります。他の水素ステーションに比べ輸
送時のCO₂排出がなく、コストも低く抑えられます。水素社
会の実現を宣言している徳島県と連携した事業であり、今後
の水素燃料電池自動車（FCV）の増加を期待しています。

当社は、徳島工場以外に、横浜工場、名古屋工場で
も食塩電解のプラントがあるので、水素供給を増やすことが
できます。

そのとおりです。問題は生産に使用する電力が再生
可能エネルギーなのかどうかです。電力会社もカーボンニュー
トラルの達成に向けて化石燃料の脱却を図るでしょうが、当
社がそれを待っているわけにはいきません。できる限り早く、
自前の再生可能エネルギーでの生産を実現し、グリーン水
素を世の中に供給していきたいと考えています。
　また、愛知県の「たはらソーラー・ウインド」は10年前に出
資した事業で、ほぼ回収が終わったところなので、今後は収
益が生まれる段階に入りました。太陽光および風力の技術
実証で知見も得ましたので今後の展開に生かせると思います。

これだけ電力価格が高騰してくると、収益圧迫の大き
な要因になります。事業所敷地を利用して、高効率の太陽光
設備を設けるなど、エネルギーの自給率を高めていかなけれ
ばなりません。今すぐに事業として利益を生まなくても、足
元のコスト面で貢献できるでしょう。
　また、国境炭素税やカーボンプライシング、さらには資源

の獲得競争など、GHGやエネルギーを巡る世界的な課題が
待ったなしで次々と迫ってきます。私たち製造業は、技術革
新によって自社のエネルギー、CO₂を減らすと同時に、社会
全体のエネルギーを減らす取組みをすることが、今後の事業
成長において非常に重要になってくると認識しています。
　もう一つ、私が期待しているのが植物工場です。CO₂の
固定化にはなりませんが、レタスの生産を通じて、効率良く
CO₂を吸収、生産性を上げる仕組みを考えてみてはと思いま
す。私たちは様々な原料、素材を開発し、供給してきたメーカー
ですが、CO₂を排出するのではなく、吸収する製品を生み出
せば、それはまさに逆転の発想です。「素材と機能の可能性
を追求し、化学の力で新しい幸せをあなたに届けます。」とい
う企業理念の体現になるのではないかと考えています。

富山県高岡市の植物工場は、これまでは試験運用を
行っていましたが、2023年からサステナビリティ事業部が
管轄する事業になったことを機に、レタスの生産効率の改善、
収益性向上に取り組んでいきます。高効率の生産プロセスを
確立できれば、首都圏エリアに進出する構想ももっています。

私は、当社グループがサステナビリティ経営で社会や
業界をリードする立場にならなければいけないと思っています。
気候変動の緩和、適応だけでなく、生物多様性、サーキュラー
エコノミーなど課題は多岐にわたります。それらの課題に対し
て自社だけが利益を上げればいいということではなく、株主様、
お客様、取引先様、従業員、すべてのステークホルダーに対し
てリターンを生み出し、永続的に当社の価値が向上するビジネ
スを考え、新たな事業として育てていくことが非常に重要です。
株主の皆様には、より長期的な視点でご期待いただければ幸
いです。

カーボンニュートラルというテーマに限らず、これか
らは人の発想が企業の成長の原動力になると思います。地
球環境と企業の関係が変化しているように、株主様と企業、
従業員と企業の関係も時代とともに大きく変化していること
を感じます。そして、それらの変化に適切に対応できない企
業には、もはや成長は望めないでしょう。
　多様な人財がより働きやすく、能力を発揮しやすい環境整
備にさらに力を注ぎ、チャレンジ精神豊かな人財が、時代の
様々な変化にアイデアで応えていける、そのような企業を目
指したいと思います。
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持続可能な社会の実現と企業価値向上を同時に実現するためESG経営の深化を図るという方針を掲げ、2023年1月に新たに
サステナビリティ事業部を設置しました。
サステナビリティ事業部長・高野隆司とグループ管理本部長・芹田泰三が、東亞合成グループのサステナビリティ経営および今
後のサステナビリティ事業部の展開について語る対談を行いました。
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　当社グループは、「社員が公私ともに充実した日々を過ご
すことで、その能力が最大限発揮され、事業の成長・発展に
つながる」という考えのもと、仕事と生活の調和（ワーク・ラ
イフ・バランス）の実現に取り組んできました。
　長時間労働の抑制とともに積極的な年次有給休暇の取得
を推奨し、当社グループの年次有給休暇取得率は2016年
以降、高い水準を維持しています。
　さらに、社員の柔軟な働き方を推進することで、自律的な
風土醸成と生産性の向上につながると考え、様々な制度の
整備を進めてきました。テレワーク制度は、自宅または会社
が認めた場所での勤務を、月10回を限度として1時間単位
で利用できる内容になっています。

　また、特定の勤務必須時間帯（コアタイム）を設定していな
いフレックスタイム制度や1時間単位で取得できる有給休暇
制度を2021年1月に導入しています。

　当社グループは､ 2013年に､ 定年年齢を60歳から65歳
に延長する｢65歳定年制度｣ を導入しました｡ シニア人財
のより一層の活躍や自律的なキャリア形成を支援するため、
50代キャリア研修を実施しています。研修では、これまでの
経験を振り返り、自分の価値観や強み・弱みを再確認し、将
来目指す「ありたい姿」を設計します。

シニア社員活躍女性活躍推進法に基づく行動計画

　当社は、2016年からCSR 重点目標に「女性活躍の推進」
を掲げて、女性が能力を十分に発揮できる仕組みづくりに取
り組んでいます。2021年からの5年間、女性活躍推進法に
基づく一般事業主行動計画として、以下の目標を掲げ、達成
に向けて取り組んでいます。
・毎年の女性採用比率を総合職は30％以上、一般職は20％以上
・女性管理職比率を2026年1月1日までに5％以上
・一般職女性新入社員の配属職場定着率を2026年3月31
日時点で90％以上
　また、性別にかかわらず多様な人財が活躍できる環境整
備として、組織の意識改革に向けた研修や社内での女性社
員による交流イベント等を実施していきます。

　当社グループでは20代から60代までの幅広い年齢層の
49名の方々が、全国36の部署で働いています。
　障がいのある方々の自立を支援するために雇用の拡大
に努め、2022年末のグループ全体での障がい者雇用率は
2.55％となっています。
　また、障がい者の採用を進めるだけでなく、一部施設にス
ロープや多目的トイレを設置するなど、就業環境の整備も進
めています。

　今後も、障がい者を含め多様な人財が安心して働ける職
場環境づくりに努めていきます。

障がい者雇用

2022年

（%） 法定雇用率当社雇用率（連結）

2018年 2019年 2020年 2021年

2.99 2.93 2.71 2.57 2.55
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直近5年の障がい者雇用率

　当社は、2015年から、製造現場に女性を配属し、女性の
職域拡大を進めています。職域拡大を進めるにあたっては、
女性が働きやすい職場はすべての社員が働きやすい職場で
あるという考えのもと、作業負荷の軽減や職場環境の改善に
取り組んでいます。
　たとえば、重量物の梱包作業に対しては自動梱包ロボット
を導入、高所にある弁の操作作業に対しては低い位置への

移設および操作が容易な弁への変更を行いました。また、作
業現場の暑さ・寒さ対策も進めています。

女性の職域拡大

2022年

（人）
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直近5年の新卒入社社員の女性採用比率（連結）

エンゲージメント向上の取組み

ワーク・ライフ・バランスの推進
トウアゴウセイ・タイランドでは、2022年に現地採用者を対象に研修を実施
しました。受講者は、当社グループの企業理念を再確認するとともに、「活気
とエネルギーにあふれた人が集まる職場」にするにはどう行動するかについて、
議論を行いました。

現地採用者向け研修Column

　当社は、配偶者の海外転勤に同行する社員に最大3年間
の休職を認める「配偶者海外転勤休職制度」を設け、2022
年までに2名の利用実績があり、社員の家庭事情に柔軟に
対応できるようにしています。
　また、配偶者転勤・育児・介護等の家庭事情のために退職
した社員が当社への再就職を希望する場合に、再雇用候補
として登録する「リエントリー制度」を設けており、キャリア
を継続できる環境整備を行っています。

配偶者海外転勤休業制度・リエントリー制度仕事と育児・介護の両立支援

　当社は、多様な人財が生き生きと働くことができる環境を
整備するため、仕事と育児・介護の両立支援に取り組んでい
ます。2021年からは「仕事のやりがい」と「働きやすさ」に
ついて社員意識調査を毎年実施し、より多くの社員が活躍
できる環境を実現するため、2022年1月に両立支援制度を
拡充しました。
　育児との両立支援では、保育所に入園できない場合、育
児休業を最大で子の3歳到達後の3月末日まで延長可能に
変更しました。さらに、育児短時間勤務の対象を小学校3年
生以下までに拡大しています。
　介護との両立支援では、介護短時間勤務の期間上限を廃
止するとともに、介護休暇の付与日数を年間20日に引き上
げています。さらに、介護休業期間の一部に、会社から報酬
の一定割合を支給する経済的支援制度を新設しています。

ダイバーシティ推進

グローバル人財

　海外展開を加速させる中で、グローバル人財の育成・活躍
は必須と考えています。
　当社グループの生産・販売拠点を世界で拡充していますが、
海外拠点の発展のためには、現地採用者の活躍が鍵になり
ます。グループの一員として企業理念の共有や一体感の醸成
を図る取組みを行い、ロイヤルティやモチベーションの向上
を図っています。

　国内の社員については、グローバルにビジネスを展開する
ため必須の語学力を高める必要があり、語学力向上支援も
行っています。また、組織全体にグローバル化の必要性や異
文化理解を浸透させるため、若手社員に積極的に海外勤務
を経験させる取組みを行っており、海外ビジネスを経験した
人財を増やすことで、中長期的には企業パフォーマンス向上
に結び付くことを期待しています。

2021年

（%）
全国平均取得率当社取得率（連結）

2017年 2018年 2019年 2020年 2022年

51.1 52.4 56.3 56.6

0

50

100 89.6 88.8 90.1 90.591.8 96.1

年次有給休暇取得率

東亞合成社長メッセージを聴くトウアゴウセイ・タイランド社員
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社会貢献・地域コミュニケーションの充実

社会貢献・美観維持・生物多様性保全を目的とした活動

地域社会とのコミュニケーション

　東亞合成グループでは、清掃ボランティア・動物園スポン

サー・スポーツ支援などを通じて社会貢献活動や美観維持・

生物多様性保全活動を行っています。

　2022年は、当社川崎工場の立地自治体である川崎市が

設置した「川崎カーボンニュートラルコンビナート形成推進

協議会」※に参画するなどし、地域におけるカーボンニュート

ラル化も推進しています。

　2022年の主な実績は、右記の表のとおりです。徐々にで

すが、コロナ禍前のように各事業所において積極的な活動

が行えるようになってきました。

　コロナ禍で大人数による地域活動の自粛が続く中、感染

症対策を講じながら工場見学、学校訪問や出張講義などの

イベントの開催や、次世代育成のための寄付や寄贈などを行っ

ています。

　2022年は、トウアゴウセイ・アメリカが近隣の West 

Jefferson 高校における奨学金支援プログラムに参加し、

奨学金を贈りました。本プログラムは、学業、スポーツ、文化

活動などで優秀な成績を収めた学生に対し、大学に通うた

めの費用を奨学金として寄付するものです。これらの活動を

通じ、地域社会とのコミュニケーション活動や、将来を担う

子どもたちの育成に貢献していきます。

国内各拠点

広野工場

名古屋工場

川崎工場

本社

地域、周辺の清掃活動

いわきFCパートナーシップ契約

東山動物園スポンサー、
社会福祉協議会への備品寄贈

「川崎カーボンニュートラルコンビナート
形成推進協議会」参画

Tリーグスポンサー、東北ハウス協賛、

東京都港区「MINATOシティ
ハーフマラソン2022」協賛、

「子供の未来応援基金」および
「一般財団法人あしなが育英会」への寄付

事業所 活動内容

国内各拠点

名古屋工場

トウアゴウセイ･
タイランド

トウアゴウセイ・
アメリカ

東亞合成（張家港）
新科技有限公司

東亞合成（珠海）
有限公司

横浜工場

高岡工場

徳島工場

子ども向けの工作と保護者向けの
修理サポート教室

現役消防職員を対象に塩素取扱いに
関する教育実習

工業団地等が主催のシリキット王妃陛下を祝う
植樹イベント参加（イベントの収益は病院に寄付）

地域ソフトボール大会開催、
港区区民祭り出展（工作教室）、
港警察署への捜査協力

社有体育館でバレーボール大会、
水素ステーション見学会

富山大学で学生のキャリア形成特別講義

坂出工場 坂出工業高校生による工場見学

広野工場 福島高専夏季インターンシップ

近隣高校の奨学金支援プログラム参加

特殊教育学校訪問

珠海市内にある児童施設等への書籍寄贈

事業所 活動内容

※川崎臨海部（川崎港）におけるカーボンニュートラルコンビナートおよびカー
ボンニュートラルポートの形成に向け、官民連携によるプラットフォームを組織し、
企業間連携によるプロジェクト創出の取組みを行うことを目的とした組織。

2022年の主な実績

2022年の主な実績

社会への取組み

奨学金対象者 へ 盾の 贈呈（ 左 からMark （Sr. Sales Manager）、
Madelynさん、Aaronさん、Terry （Plant Manager））

禁煙セミナー

　運動習慣の定着を目指し、全社でウォーキングイベントを
開催しました。様々な世代でチームを組むことで職場内のコ
ミュニケーション活性化にもつなげています。その他スポー
ツジムの利用費用支援や地域での健康づくりを目的としたレ
クリエーションにも取り組んでいます。

健康保持・増進

健康経営推進

健康経営の推進

　一人ひとりが伸びやかで生き生きと働ける、活力に満ちた
創造性のある組織をつくることが、ひいては会社の成長につ
ながる投資と考え、社員の健康保持・増進に向けた取組みを
推進しています。これにより、2025年には疾病による長期
休業者（連続して3カ月以上）発生ゼロの実現を目指します。
　社員の疾病リスク軽減のため、健康保険組合と連携した
健康経営推進体制を構築し、健康施策のPDCAサイクルを
回しています。

　社員が疾病リスクを軽減し生き生きと働くため、生活習慣
病の予防を重点的に取り組んでいます。
　また、健康管理システムを活用し、保健スタッフによる全
社的な社員の健康状態の把握や課題の抽出により適切な保
健指導を進めるなど、健康管理体制のレベルアップを図って
います。禁煙への取組みでは、事業所内への禁煙推進のポ
スター掲示、社内報での禁煙成功体験談掲載による啓蒙促
進、管理職向けの禁煙セミナーを開催しています。メンタル
ヘルス対策では、社員が匿名で健康相談を行えるWEB 健
康相談サービスをリニューアルしました。

疾病予防の推進

● ホワイト500認定取得
　当社は、健康経営に関する各種取組みが評価され、健康
経営優良法人認定制度における「ホワイト500」に5年連続
で認定されました。本制度は、経済産業省が経済界・医療関
係団体・自治体のリーダーから構成される日本健康会議と
共同で実施し、特に優良な健康経営を実践している法人を
顕彰する制度です。
　今後も、社員一人ひとりの心身の健康を大切な財産と捉え、
健康経営の実践強化に取り組んでいきます。
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取締役会の実効性評価

　当社取締役会は、毎年、全取締役に対してアンケートを実施し、その集計結果および寄せられた意見をもとに取締役会の実効
性について分析・評価を行っています。アンケートの集計・分析・評価は、第三者を起用して、評価の客観性や透明性を確保して
います。評価の結果、認識された課題および寄せられた意見をもとに、取締役会で議論し、改善に努めています。

全取締役への
アンケート実施

1月 2月 2月下旬～4月

第三者による
評価・分析

取締役会への評価報告
課題の共有
今後の取組みについて
の議論

さらなる向上に向けた
取組み実施

❶ アンケートにおける質問項目等

以下の項目について３段階評価と自由記載
● 取締役の構成・運営
● 取締役会の議題・議論の充実
● 取締役会を支える体制
● 株主との建設的な対話
● 取締役会への貢献（自己評価）
● 新中期経営計画について

　本年は、コーポレートガバナンス・コード改訂とこれまでの評価結果を踏まえ、よりガバ
ナンスの向上に資する評価を行うべくアンケート項目の全体的な見直しを行い、大幅な改
定を行いました。具体的には、高評価が続いている項目の質問を集約し、取締役会の議題・
議論の充実に関する項目については段階評価ではなく自由記載による回答を中心とする
ものに改定しました。また、方式について記名式に変更しました。

❸ 課題と今後の取組み

❷ 評価結果

高い評価を得た項目 今後の課題とされた項目

・資本政策・財務戦略、経営の方向性、ESG 関連、役員人事、内部統制・リスク管理体制のあり方などの大局的な観点から取り組むべきテーマ
についてのフリーディスカッションの場を複数回設ける。

・取締役会がより充実した議論を行うために、適切な議題の選定、報告方法、議事運営のあり方について検討する。
・報酬委員会・指名委員会において、取締役会の将来体制、社内・社外取締役のそれぞれの役割とあるべき構成、その他実効性評価アンケート

の自由記載にあがった意見を踏まえた議論を行い、議論内容の取締役会との共有方法について検討する。

2023年2月に実施したアンケートの結果の概要は以下のとおりです。

　ほとんどの調査項目で「適切
である」との回答が多数を占め、
当社取締役会はおおむね実効性
が確保されている。
　アンケートの形式について、自
由記載欄を増やし、記名方式と
する等、大幅な改定がなされたが、
回答が消極的になることなく、通
常の議論も活発に行われている
様子がうかがえ評価できる。

・取締役会の運営・支える体制
・自由闊達な議論の機会と雰囲気
・取締役の報酬についての認識共有
・2025年中期経営計画の策定過程
・アンケートの大幅改定

・取締役会の議論をより充実させる運営上の工夫
・決議事項以外のより大局的な観点から取り組むべきテーマ

についてのフリーディスカッションの場を増やす。
・内部統制・リスク管理体制のあり方についての議論の深化
・取締役会の将来体制についての議論
・報酬委員会・指名委員会の議論のあり方と情報共有の方策
・後継者育成のあり方と方策

・当社の取締役会は自由に発言できる機会と雰囲気が確保されて
おり、発言自体は活発である。他方、各発言が単発的で議論の
積み重ねというまでには至っていない。

・「後ほど調べてお答えする」と引き取ったものは数日中に回答が
ある、「検討する」と言ったものについては必ず後日対応状況が
報告されるなど、社外取締役等の意見を積極的に聞き入れ、で
きるだけ反映させようという雰囲気がある。	

・今回の自由意見欄を中心とした質問票の大幅改定には、会社と
しての取締役会改革への意欲がはっきりと読み取れ、評価できる。	

・2025年中期経営計画の策定過程を通して、当社グループが目
指すべき方向性を議論する機会が複数回あった。とりわけ、執
行役員も含めた役員全体会議での議論（フリーディスカッション）
が、印象に残っている。

・リスク管理、コンプライアンス、内部統制などのテーマについて
取締役会の議題に上ることが少ない。これらを含め、決議事項
以外の大局的方針について、フリーディスカッションの場をもっ
と設けるべき。

社外取締役からの自由記載欄記載の意見

　当社の取締役の報酬には、固定報酬、業績連動報酬お
よび株式報酬の3種類があり、株主総会の決議により定め
られた報酬限度の範囲で支給しています。
　固定報酬は、役職ごとの職務、責任および成果等を勘案
して決定し、支給しています。監査等委員である取締役には、
それぞれの監査等委員の役割・職務の内容等を勘案し、固
定報酬を支給しています。
　業績連動報酬は、前事業年度の連結営業利益等の会社
業績に加え、役職ごとの職責および経営環境等を踏まえて
決定し、支給しています。監査等委員である取締役や独立
社外取締役には、独立した立場から経営の監督機能を担
う役割を重視し、業績連動報酬を支給していません。
　株式報酬は、当社の企業価値の持続的な向上を図るイ
ンセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価
値共有を進めることを目的として、役職ごとの職務および
責任に応じた数量の譲渡制限付株式報酬を割り当てるも
のです。業績連動報酬と同様に、監査等委員である取締役
や独立社外取締役には支給していません。

取締役の報酬について 役員報酬の内訳（2022年1月～2022年12月）

報酬等の種類別の割合（監査等委員である取締役・監査等委員
でない独立社外取締役を除く）

取締役
（監査等委員でない）
うち社外取締役
取締役
（監査等委員）
うち社外取締役

213

28

52

37

147

28

52

37

11

4

6

4

43

ー

ー

ー

22

ー

ー

ー

役員区分 対象人数
（人）

報酬等の種類別の総額（百万円）

固定
報酬

業績連動
報酬

譲渡制限付
株式報酬

報酬等の
総額

（百万円）

固定報酬
64.3%

変動報酬
35.7%

業績連動
報酬
23.4%
譲渡制限付
株式報酬
12.3%

取締役報酬
構成

　当社はコーポレート・ガバナンスを強化するため、取締役
会において内部統制システムの基本方針を決議しています。
同方針に従い、内部統制室は、独立した立場から内部統制
の運用状況を確認し、その結果を監査等委員に報告をする
とともに、内部統制報告制度（J-SOX）に基づく内部統制業
務（財務報告の適正性を確保するための業務）を行っています。
　内部統制室は監査部（監査等委員の補助機関）および会
計監査人と連携を取りつつ、当社グループ全体の業務が法
令等にのっとり、適切に実施されることを確保しています。

コンプライアンス委員会

　当社グループ全体のコンプライアンスの実践状況を監督・
調査し、必要に応じ勧告を行うための機関として、コンプラ
イアンス委員会を設置しています。
　取締役3名、執行役員2名、社内弁護士1名および社外弁
護士1名の計7名を委員とし、経営企画、営業、技術、環境
保安、品質保証および法務の観点から、活発な議論を行って
います。

内部統制室
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第100期
2012年

第101期
2013年

第102期
2014年

売上高

営業利益

経常利益

親会社株式に帰属する当期純利益

純資産額

総資産額

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（百万円）

151,081

14,501

15,346

9,605

148,148

193,086

18,023

△ 6,852

△ 2,094

148,203

14,583

15,250

9,699

136,240

181,451

23,293

△ 15,041

△ 3,377

148,912

12,015

12,892

8,414

157,349

201,168

16,098

△ 13,981

△ 3,063

1株当たり純資産※1

1株当たり当期純利益※1

自己資本比率

自己資本当期純利益率（ROE）

総資産経常利益率（ROA）

株価収益率（PER）

（円）

（円）

（％）

（％）

（％）

（倍）

1,090.91

72.88

74.4

7.0

8.2

12.3

1,001.99

73.58

72.8

7.6

8.7

9.2

1,159.65

63.88

75.9

5.7

6.5

15.0

設備投資費

試験研究費

有利子負債

1株当たり配当金※2

配当性向

従業員数

（億円）

（億円）

（億円）

（円）

（％）

（名）

74

38

131

10.00

27.4

2,483

128

44

122

10.00

27.2

2,509

78

39

132

12.00

37.6

2,442

主な経営成績

主な指標

その他指標

144,708

17,543

18,492

12,911

187,487

239,338

15,166

△ 23,186

△ 4,047

135,382

16,147

16,935

13,801

173,003

219,520

21,989

△ 17,673

△ 3,939

150,066

16,408

17,403

12,748

191,296

241,164※3

19,841

△ 11,910

△ 4,908

1,387.36

98.08

76.3

7.4

8.1

14.6

1,276.10

104.83

76.5

8.5

7.9

11.0

1,416.24

96.85

77.3※3

6.9

7.3※3

12.5

100

37

121

26.00

26.5

2,393

51

36

123

26.00

24.8

2,411

125

36

116

28.00

28.9

2,429

144,955

13,782

15,230

10,387

198,579

247,211

18,615

△ 15,855

△ 4,582

1,472.09

78.91

78.4

5.5

6.2

16.1

133,392

12,336

13,054

8,142

197,642

241,832

20,671

△ 11,362

△ 8,491

1,505.69

62.43

79.8

4.2

5.3

19.4

136

40

113

30.00

48.1

2,527

156,313

17,676

18,983

13,771

206,612

258,955

21,219

△ 10,239

△ 8,644

1,613.90

108.14

77.9

7.0

7.6

10.7

119

43

112

36.00

33.3

2,539

158

37

115

30.00

38.0

2,473

139,848

12,347

13,201

6,696

163,020

208,018

23,313

△ 4,592

△ 3,949

1,201.46

50.86

76.0

4.3

6.4

20.5

58

37

126

18.00

47.2

2,441

第103期
2015年

第104期
2016年

第105期
2017年

第106期
2018年

第107期
2019年

第108期
2020年

第109期
2021年

160,825

14,382

16,446 

12,494 

210,807

265,135

10,988 

△ 3,579

△ 9,464

1,700.75

101.31 

77.7

6.1

6.3

11.0

228

47

110

36.00

35.5

2,517

第110期
2022年※4

※1 2015年7月1日付で2株につき1株の割合で株式併合を行いました。1株当たり純資産および1株当たり当期純利益は第98期の期首に当該株式併合が行われたと
仮定し、算定しています。

※2 第103期の1株当たり配当金18.00円は、中間配当金6.00円と期末配当金12.00円の合計となります。なお、2015年7月1日付で2株につき1株の割合で株式併
合を行いましたので、中間配当金6.00円は株式併合前の配当金、期末配当金12.00円は株式併合後の配当金となります。

※3 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年2月16日）等を第107期の期首から適用しており、第106期の連結財政状態につい
ては、当該会計基準等を遡って適用した後の数値となっています。

※4 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第110期の期首から適用しており、第110期に係る主要な経営指標については、当
該会計基準等を適用した後の指標となっています。

財務ハイライト
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